（別添）

職場実習（再委託）先事業所の選定要件について

　

１　職場実習（再委託）先事業所等の要件

（１）職場実習（再委託）先事業所の要件及び訓練の実施場所

①　訓練の実施場所は、再委託先事業主の事業所である事務所や工場となります。ただし、建設現場等へ移動し職場実習を行う場合はこの限りではありません。

　　②　職場実習（再委託）先事業所は安全衛生に関して、労働基準法及び労働安全衛生法の規定に準ずる取扱いを行っている必要があります。
　　③　雇用保険適用事業所である必要があります。

※　職場実習（再委託）先事業主との打ち合わせの際は、職場実習先を訪問し、必ず実習環境を確認してください。

（２）定員

　　　職場実習を行う実習環境等により効果的な訓練が期待できる人員である必要があり

ます。

（３）訓練期間・訓練時間

　　①　職場実習は公共職業訓練として実施していただきます。また、訓練実施期間は、算定基礎月の１か月以上の期間で行っていただきます。

ただし、一つの訓練科について、職場実習（再委託）先事業所が複数ある場合は、同一訓練科に係る訓練受講者の訓練期間が同一になるように設定してください。

　　②　訓練は職場実習（再委託）先事業所における就業規則に基づく定められた就業時間内で行っていただく必要があります。なお、訓練受講者には定められた訓練時間外での訓練を受講させることはできません。

3 訓練実施時間数は、１ヶ月当たり１００時間以上（１日５時間程度）である必要があります。

④　時間外、夜間、泊まり込み等による訓練は実施できません。

（４）訓練対象職務

職場実習（再委託）先事業所で行う訓練は、職場実習（再委託）先事業所が通常生産活動を行っている事業内容に係る職務である必要があり、また、当該職務において、専修学校等で行った座学訓練で習得した知識・技術・技能に加え、実践的な能力の習得が付与されるものである必要があります。

（５）訓練方法

訓練の方法は職場実習を主体とする訓練である必要があります。なお、「職場実

習」とは、職場実習（再委託）先事業主の事業所（事務所や工場）で実際に仕事をしながら、仕事に必要な能力を身に付けることを言います。

（６）訓練内容

　　①　職場実習（再委託）先事業所で行う訓練の内容は、民間教育訓練機関で行った座学の訓練内容と関連する内容である必要があります。

　　②　カリキュラム内容は、教育訓練の目標、仕上がり像と整合性を有するものであること。また、安全衛生に関する知識技術の習得を目的としたカリキュラムを含んでいる必要があります。

　　③　誰でも即従事できる単純反復作業は、訓練には馴染まないので実施できません。

　　④　職場実習（再委託）先事業所と外部の職場実習場所との移動や営業関係等訓練科における移動に伴う自動車等の運転は、職業能力の習得に直接結びつかないため、訓練受講者に行わせることはできません。

　　⑤　特別の法律に基づかない医療類似行為に係る能力習得を目的とし、訓練実施上身体への接触が不可避なものは実施できません。

（７）能力評価

　　　能力評価は、職場実習（再委託）先事業所が実施するものですので、当該制度について説明を行っていただく必要があります。

（８）講師

　　①　講師は、職場実習（再委託）先事業主に雇用されている者である必要があります。

　　②　訓練担当者と訓練受講者の割合は１対１であることが望ましいのですが、少なくとも訓練担当者１に対し訓練受講者概ね３人の割合で置いていただく必要があります。

③　講師となる従業員の方は、職業訓練指導員免許有資格者又は職業能力開発促進法第３０条の２の第２項に該当するものと認められた者等である必要があります。　　

なお、該当者がいない場合は、教える内容について熟知しており、かつ、適切に教えることができる方に講師となっていただく必要があります。


（９）事務処理

　　　訓練の実施に当たり職場実習（再委託）先事業主に以下の業務を行う担当者の配置

を依頼して下さい。

①　訓練受講者の出席簿、欠席届、訓練日誌等の管理及び座学を実施した民間教育訓練機関への出欠状況等報告

②　訓練実施に関する諸手続

③　不慮の事態の連絡

（１０）書類の提出

　　　座学訓練を実施する民間教育訓練機関等は、職場実習（再委託）先事業所毎の以下の②から⑧の書類を取りまとめ、上記（１）から（８）の内容を確認いただいた後、以下の①を作成したのち、別途指定する期日までに高知県に提出してください。

①　職場実習（再委託）先事業所一覧【参考様式１】

②　職場実習(再委託)先事業所の概要等【参考様式２】

　　　③　職場実習の実施場所の見取り図（機械設備等の配置含む）【任意様式】

　　　④　委託訓練カリキュラム【参考様式３】

　　　⑤　使用教材等一覧【参考様式４】

　　　⑥　講師名簿【参考様式５】

　　　⑦　雇用保険適用事業所設置届（写）

⑧　その他高知県が必要と認める書類

（１１）その他

公共職業訓練の委託先として明らかに適性を欠くと高知県が判断した場合は、職場実習（再委託）先の対象としない場合があります。

（参考様式１）

訓練コース名：　　　　　　　　　　　　　　　

職場実習（再委託）先事業所一覧

	NO.
	事業所名
	所在地

（訓練場所）
	電話番号
	指導

担当者
	主な業種
	従業員数
	受入予定人数

	１
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	
	
	

	１０
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（参考様式２）

職場実習（再委託）先事業所の概要等

	（ふりがな）

事業所名
	

	所在地
	（〒　　　－　　　　）



	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	代表者役職・氏名
	

	事業内容
	

	従業員数
	
	就業時間
	　　　　時　　分から

　　　　時　　分まで

	休日
	土曜　・　日曜　・　祝日　・　その他（　　）

	訓練実施場所
	（〒　　　－　　　　）



	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	訓練場所までの略図

	訓練実施時間
	　　時　　分から

　　時　　分まで
	訓練生受入予定数
	

	担当講師数
	　　　　　　人　別添「講師名簿のとおり」


訓練実施運営体制
	責任者
	氏名（役職）
	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	
	メールアドレス
	

	事務

担当者
	氏名（役職）
	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	
	メールアドレス
	


（参考様式３）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

訓練カリキュラム（職場実習用）　　

　　　　　実施施設名：　　　　　　　　　　　　　　
	訓練科名
	

	訓　練　期　間
	　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日

	訓練目標
	

	仕上がり像
	

	訓　　練　　計　　画　（内　容）


	科　　　　目
	訓　　練　　の　　内　　容
	時　間

	
	実　　技
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	
	総  合  計  時  間  
	

	主要な機器

設備
	


※日別計画表については、任意様式により添付してください。

（参考様式４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

使用教材一覧表（職場実習用）

訓練科名:　　　　　　　　　　　　　　

【受講生の購入が必要なもの】（座学で必要な教材費と合わせて概ね１万５千円以内とする）

	教材名
	出版社名
	価格(円)
	教材使用科目(分野)

	
	
	
	

	
	
	
	　



	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　計
	
	


【受講生に配付予定のもの】

	教材名
	ページ数
	出版社名･オリジナル
	教材使用科目(分野)

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（参考様式５）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

講師名簿（職場実習用）

	講　師　氏　名
	雇用形態

（正社員等）
	経歴

（訓練に関係する職務内容

と従事した年数）
	資格又は免許等

（注）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注）訓練に関係する資格又は免許等について記載してください。

参考：職業能力開発促進法第３０条の２の第２項に該当するものと認められた者とは次の者を言います。


○教科に関し、応用課程の高度職業訓練を修了した者で、その後一年以上の実務経験を有するもの。


○教科に関し、専門課程の高度職業訓練を修了した者で、その後三年以上の実務経験を有するもの。


○教科に関し、大学（短期大学を除く）を卒業した者で、その後四年以上の実務の経験を有するもの。


○教科に関し、短期大学又は高等専門学校を卒業した者で、その後五年以上の実務の経験を有するもの


○教科に関し職業能力開発促進法施行規則第４６条の規定により職業訓練指導員試験の免除を受けること


ができる者


（イ）一級の技能検定又は単一級の技能検定に合格した者


（ロ）二級の技能検定に合格した者


　　等









